
法人名 独立行政法人日本貿易振興機構（平成 15 年 10 月１日設立） 
＜非特定＞ （理事長：渡辺 修） 

目的 我が国の貿易の振興に関する事業を総合的かつ効率的に実施すること並びに

アジア地域等の経済及びこれに関連する諸事情について基礎的かつ総合的な調

査研究並びにその成果の普及を行い、もってこれらの地域との貿易の拡大及び

経済協力の促進に寄与すること。 
主要業務 １ 貿易に関する調査をし、及びその成果を普及すること。２ 我が国の産

業及び商品の紹介及び宣伝を行うこと。３ 貿易取引のあっせんを行うこと。

４ 貿易に関する出版物の刊行及び頒布その他の貿易に関する広報を行うこ

と。５ 博覧会、見本市その他これらに準ずるものを開催し、若しくはこれら

に参加し、又はその開催若しくは参加のあっせんを行うこと。６ アジア地域

その他の地域の経済及びこれに関連する諸事情に関する資料を収集すること。

７ アジア地域その他の地域の経済及びこれに関連する諸事情に関し、文献そ

の他の資料により調査研究を行い、又は現地調査を行うこと。８ ６、７に掲

げる業務に係る成果を定期的に、若しくは時宜に応じて、又は依頼に応じて、

提供すること。９ ６～８に掲げる業務に係る施設をアジア地域その他の地域

の経済及びこれに関連する諸事情に関する調査研究を行う者の共用に供するこ

と。10 １～９の業務に附帯する業務を行うこと。 
中期目標期間 ３年６か月間 
委員会名 経済産業省独立行政法人評価委員会（委員長：木村 孟） 
分科会名 通商・貿易分科会日本貿易振興機構部会（部会長：鳥居 泰彦） 

経済産業省独

立行政法人評

価委員会の評

価基準（手法）

の概要 

項 目 別 評 価 
中期計画で定められる業務内容につき、それぞれの達成状況について、次の

評価判定指標により５段階の評価を行う。 
ＡＡ：中期目標を大幅に上回るペースでの極めて順調な進捗状況にあり、

その質的内容も非常に高い。 
Ａ：①中期目標を上回るペースでの極めて順調な進捗状況にある、②中期

目標に照らし順調な進捗状況であり、その質的内容も高い、のいずれかに該

当するとき。 
Ｂ：中期目標に照らし、ほぼ順調な進捗状況であり、その質的内容にも問

題がない。 
Ｃ：①中期目標に照らして遅れが見られるため、遅れの原因究明を行い、

今後、業務の加速、質的改善等を図る必要がある、②中期目標に照らし、ほ

ぼ順調な進捗状況にあるが、その質的内容に問題がある、のいずれかに該当

するとき。 
Ｄ：業務の抜本的見直しがない限り中期目標の達成が困難。業務の中止を

含めた中期目標又は中期計画の変更が必要である。 
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総 合 評 価 
各個別項目の評価を単純に平均するのではなく、国民に提供するサービスの質の向上に

関する事項に重点を置いて、前記項目別評価と同様に５段階で評価を行う。 
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項 目 別 評 価 
○ 評価結果 

１ 業務運営の効率化 
＜平成 15 年度：Ａ、16 年度：Ａ＞ 

各部会委員が「業務運営の効率化」、「事業実施における費用対効果の向上」等４つ

の中項目について評価した上で大項目の評価を行い、その結果を集約して評価を実施 
２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上 
＜平成 15 年度：Ａ、16 年度：Ａ＞ 

各部会委員が「対日直接投資の促進」、「中小企業等の輸出支援」等 11 項目につい

て評価した上で大項目の評価を行い、その結果を集約して評価を実施 
３ 財務内容の改善 
＜平成 15 年度：Ｂ、16 年度：Ｂ＞ 

各部会委員の評価結果を集約して評価を実施 
４ その他業務運営に関する重要事項 
＜平成 15 年度：Ａ、16 年度：Ｂ＞ 

各部会委員の評価結果を集約して評価を実施 
《参考》定量的指標の実績（平成 16 年度）（例） 

指標 中期計画 年度計画 実績 

対日投資案件発掘件数 年間平均 1,000 件程度 1,000 件程度 1,149 件 

中小企業等の輸出商談件数 年間平均 8,000 件程度 8,000 件程度 32,864 件  
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総 合 評 価 
○ 評価結果 

年度 平成 15 16 
評価結果 Ａ Ａ 

○ 評価の理由、特記事項等 
１ 総合評価にあたっては、「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上」

に重点を置いて評価を行った。 
２ ジェトロの中核事業に位置づけられている対日直接投資促進事業と中小企業等の

輸出支援事業については、いずれも中期目標を上回るペースで実績をあげており、質

的内容も高い。前年度からさらに実績が伸長している点も高く評価できる。 
３ また、業務運営の効率化も着実に進んでおり、組織の見直しも柔軟に行われている。

事業収入の拡大も図られており、努力が認められるが、さらなる効率化を求める意見

もあった。 
４ 総合的にみれば、独立行政法人２年目にあたり、適切な組織と業務運営が行われ、

中期目標を順調に達成しているといえる。 

 

政策評価･独立行政

法人評価委員会の

意見 

以下の点を踏まえつつ、経済産業省独立行政法人評価委員会の評価結果

が活用され、中期計画等に基づく業務の質の向上及び効率化が、引き続き

効果的に推進されるよう図っていく必要がある。 
 
・ 知見の総合的活用などを通じた業務の質の向上等、アジア経済研究所

との統合による効果について、アウトプットのみではなく、アウトカム

を把握した上での評価をも行うべきである。 
 
・ 事業の実施における地方公共団体等他機関との連携について、その実

績を明らかにした上で、それぞれの役割分担等を踏まえ、連携の具体的

な効果についても明らかになるような評価を行うべきである。 
 
・ 36国内事務所及び74海外事務所の各々について、中期的にその展開の

在り方を評価する観点から、具体的な業務実績等を把握した上で評価を

行うべきである。  
ホームページ 法人：http://www. jetro.go.jp/indexj.html 

評価結果：http://www. meti.go.jp/report/data/g60131aj.html 
 


